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Ⅰ 概要 

１ 点検及び評価の趣旨 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 26 条」に基づき、効果的な教

育行政の推進に資するとともに、市民への説明責任を果たしていくため、令和２

年度の教育に関する事務の管理及び執行の状況を点検及び評価した結果を報告す

るものです。 

また、尼崎市教育委員会では、令和２年度から令和６年度までを計画期間とす

る、尼崎市教育振興基本計画を策定しており、計画を着実に推進していくため、

ＰＤＣＡサイクル（PLAN:計画－DO:実施－CHECK:評価－ACTION:改善）の考え方

に基づき、計画の進行管理を行います。事務点検・評価は、この進行管理を兼ね

ており、その結果を次年度以降の施策の推進や改善に反映することで、より着実

に計画を進行させることを目的としています。 

尼崎市教育振興基本計画とは

平成 30 年 6 月に閣議決定された国の第 3 期教育振興基本計画、尼崎市総合計画後期まちづくり基

本計画を踏まえ、長期的な展望に基づき、5 ヵ年スパンの教育施策の方向性を示すとともに、市民の

皆様とのビジョンの共有を目指し、基本理念と 10 項目の各論で構成した計画。 

【教育の基本方針】

未来志向の教育 

個の尊厳や人権の尊重 

 家庭・地域社会との連携（子どもの視点に立った教育） 

【各論】

１ 就学前教育 

２ 義務教育 

３ 高等学校教育 

４ 豊かな心の育成、いじめ防止 

５ 不登校対策 

６ 特別支援教育  

７ 教育環境の整備  

８ 教員の育成・勤務環境の整備 

９ 学校園・家庭・地域社会一体となった
教育の充実  

10 文化・教養・スポーツ施設を活用した
教育の提供 

教育の基本方針 各 論
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２ 点検及び評価の方法 

今回の点検及び評価は、尼崎市教育振興基本計画に基づく 10 項目の各論に添

って施策・事業を分類し、それぞれの施策・事業についての評価と、課題・方向

性の検証を行いました。 

３ 知見の活用 

点検及び評価の実施にあたっては、その客観性及び公平性を確保するため、教

育に関し学識経験を有する方２名に外部有識者としてご協力いただきました。 

外部有識者には、各基本的な方策の点検及び評価に対して具体的な指導・助言

をいただくとともに、事務点検・評価全般について総評をいただきました。 

なお、総評の内容については、P57【Ⅳ 外部有識者による総評】に掲載して

います。 

＜外部有識者＞ 

氏 名 職 名 

堀 田 博 史 氏 園田学園女子大学 人間教育学部 教授 

川 上 泰 彦 氏 
兵庫教育大学大学院 

学校教育研究科（教職大学院） 教授 
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４ 教育委員会の構成 

教育委員会は、政治的中立性を維持しつつ、安定性・継続性を確保して教育行

政を管理・執行するため、首長から独立した合議体の執行機関として設置されて

います。 

尼崎市教育委員会は、市長が議会の同意を得て任命した教育長及び４人の委員

で組織されています。 

＜尼崎市教育委員会（令和３年８月１日現在）＞ 

白 畑 教 育 長 德山教育長職務代理者

太田垣 委 員 中 平 委 員 正 岡 委 員 

役職名 氏 名 職業など 任 期 

教 育 長 白 畑   優 － 令和 3年 4 月 1 日～令和 4 年 3 月 31 日 

教育長職務代理者 德 山 育 弘 弁護士 平成 31年 4 月 1 日～令和 5 年 3月 31日 

委   員 太田垣 亘 世 宮 司 令和 2 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

委   員 中 平 了 悟 住 職 令和 3 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日 

委   員 正 岡 康 子 元高校教諭 令和 3 年 4 月 1 日～令和 4 年 3 月 31 日 
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Ⅱ 教育委員会の活動状況 

１ 教育委員会会議 

 教育委員会定例会は、原則として毎月第４月曜日に開催し、臨時会を必要に応じ

て開催しています。 

【教育委員会会議について】 

 （令和２年度開催分）  定例会 12回、臨時会 11回 

4 月 3 日（臨時会） 

 協議・報告 教育長職務代理者について 

4 月 27 日（定例会） 

 議案第 31号 職員の人事について 

5 月 11 日（臨時会） 

 報告第 2号 令和２年度尼崎市一般会計教育関係補正予算について 

 協議・報告 新型コロナウイルス感染症対策に係る既実施取組について 

 協議・報告 令和元年度あまっ子ステップ・アップ調査の結果について 

5 月 25 日（定例会） 

 議案第 32号 令和２年度尼崎市一般会計教育関係補正予算について 

 議案第 33号 職員の人事について 

 議案第 34号 尼崎市子ども・子育て審議会委員の委嘱について 

 議案第 35号 令和３年度使用尼崎市立学校教科用図書の採択に関する基本

方針について 

 協議・報告 ６月１日からの学校の再開について 

6 月 22 日（定例会） 

 報告第 3号 令和２年度尼崎市一般会計教育関係補正予算について 

 議案第 36号 尼崎市修学援助金の交付に関する規則の一部を改正する規則

について 

議案第 37号 尼崎市立高等学校学則の一部を改正する規則について 

議案第 38号 尼崎市社会教育委員の委嘱について 

議案第 39号 尼崎市スポーツ推進審議会委員の委嘱について 

協議・報告 ２学期以降の学校運営について 

7 月 13 日（臨時会） 

 報告第 4号  令和２年度尼崎市一般会計教育関係補正予算について 

 報告第 5号  尼崎市社会教育委員の解嘱について 

 報告第 6号  尼崎市スポーツ推進審議会委員の解嘱について 
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議案第 40号 尼崎市子ども・子育て審議会委員の委嘱について 

議案第 41号 尼崎市社会教育委員の委嘱について 

議案第 42号 尼崎市スポーツ推進審議会委員の委嘱について 

議案第 43号 尼崎市文化財保護審議会委員の委嘱について 

7 月 27 日（定例会） 

 議案第 44号 令和２年度 教育委員会事務点検・評価報告書について 

 議案第 45号  職員の人事について 

 議案第 46号  令和３年度使用尼崎市立学校教科用図書の採択について 

 議案第 47号  尼崎市社会教育委員の解嘱について 

 議案第 48号  尼崎市社会教育委員の委嘱について 

8 月 24 日（定例会） 

 議案第 49号 令和２年度尼崎市一般会計教育関係補正予算について 

 議案第 50号 職員の人事について 

 議案第 51号 職員の人事について 

 議案第 52号 尼崎市立社会体育施設の設置及び管理に関する条例施行規則

の一部を改正する規則について 

 協議・報告 学校給食センター整備運営事業の進捗状況について 

9 月 28 日（定例会） 

 報告第 7号 物件の買入れについて 

 議案第 53号 尼崎市立歴史博物館の設置及び管理に関する条例施行規則に

ついて 

10 月 12 日（臨時会） 

 議案第 54号  職員の人事について 

 議案第 55号 職員の人事について 

10 月 26 日（定例会） 

 議案第 56号  指定管理者の指定について 

11 月 2 日（臨時会） 

 議案第 57号 尼崎市立高等学校教育審議会条例の一部を改正する条例につ

いて 

 議案第 58号 尼崎市子ども・子育て審議会条例の一部を改正する条例につ

いて 

議案第 59号 尼崎市社会教育委員に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

議案第 60号 尼崎市スポーツ推進審議会条例の一部を改正する条例につい

て 
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11 月 24 日（定例会） 

 議案第 61号 令和２年度尼崎市一般会計教育関係補正予算について 

 議案第 62号 令和３年度尼崎市立小・中・特別支援学校教職員異動方針に

ついて 

 議案第 63号 令和３年度尼崎市立高等学校教職員異動方針について 

 議案第 64号 令和３年度尼崎市立幼稚園教職員異動方針について 

 協議・報告 生涯学習プラザの取組みについて 

 協議・報告 尼崎市文化財保護審議会への諮問について 

12 月 21 日（定例会） 

 議案第 65号  職員の人事について 

1 月 18 日（臨時会）

 議案第 1号 尼崎市教育職員の給与等の特別措置に関する条例の一部を改

正する条例について 

 議案第 2号 尼崎市学校給食費調整基金条例について 

 議案第 3号 尼崎市立学校給食センター条例について 

 議案第 4号 職員の人事について 

1 月 25 日（定例会） 

 議案第 5号 丹波少年自然の家事務組合からの脱退に係る教育委員会の意

見について 

 協議・報告 インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育のあ

り方について（基本方針） 

2 月 1 日（臨時会） 

 議案第 6号 令和２年度尼崎市一般会計教育関係補正予算について 

 議案第 7号 令和３年度尼崎市一般会計教育関係予算について 

 協議・報告 令和３年度教育委員会事務局組織改正について（案） 

2 月 15 日（臨時会） 

議案第 8号 職員の人事について 

議案第 9号 職員の人事について 

 2 月 22 日（定例会） 

 議案第 10号  職員の人事について 

 議案第 11号 職員の人事について 

 協議・報告 行事精選について 

3 月 9 日（臨時会） 

 協議・報告 第三者委員会からの答申について 

3 月 12 日（臨時会） 

 議案第 12号 職員の人事について 
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3 月 18 日（臨時会） 

 議案第 13号 令和２年度尼崎市一般会計教育関係補正予算について 

 議案第 14号 令和３年度尼崎市一般会計教育関係補正予算について 

 議案第 15号  職員の人事について 

 議案第 16号 職員の人事について 

 議案第 17号 職員の人事について 

3 月 22 日（定例会） 

 議案第 18号 尼崎市立図書館の設置及び管理に関する条例施行規則の一部

を改正する規則について 

 議案第 19号 尼崎市教育委員会事務局事務分掌規則の一部を改正する規則

について 

 議案第 20号 尼崎市教育委員会事業所事務分掌規則の一部を改正する規則

について 

 議案第 21号 尼崎市教育委員会事務局事務処理規程の一部を改正する訓令

について 

 議案第 22号 尼崎市教育委員会事業所処務規程の一部を改正する訓令につ

いて 

 議案第 23号  尼崎市教育委員会電子計算機処理に係るデータ保護管理規程

を廃止する訓令について 

 議案第 24号 尼崎市教育委員会事務局文書規程の一部を改正する訓令につ

いて 

 議案第 25号 尼崎市子ども・子育て審議会委員の委嘱について 

 議案第 26号 尼崎市指定文化財の指定について 

 議案第 27号 職員の人事について 

 議案第 28号  職員の人事について 

 議案第 29号  職員の人事について 

協議・報告 あまっ子体力向上プランについて 

 協議・報告 尼崎市立図書館基本的運営方針の策定について 



- 8 - 

２ 教育委員協議会 

 原則として偶数月第２月曜日に、教育委員と教育委員会事務局との意思疎通を図

りつつ、教育委員への速やかな情報提供と審議にあたっての理解を深める中で、的

確な判断のもと教育施策の充実を図るため開催しています。 

【教育委員協議会について】 

（令和２年度開催分） ４回 

7 月 13 日 

 ・令和３年度使用尼崎市立学校教科用図書の採択について 

8 月 11 日 

 ・下坂部小学校のコミュニティ・スクールの取組について 

 ・その他 

10 月 12 日 

 ・小田地域課の取組について 

 ・小田南生涯学習プラザの施設見学について 

１月 18 日 

 ・令和３年度向け教育委員会の主要事業（案）について 

 ・令和３年度教育委員会定例会等の日程（案）について 
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３ 尼崎市総合教育会議 

尼崎市総合教育会議は、市長と教育委員会が十分な意思疎通を図り、地域の教育

の課題やあるべき姿を共有して、より一層民意を反映した教育行政の推進を図るた

めに開催しています。 

【尼崎市総合教育会議について】 

（令和２年度開催分） ２回 

7 月 13 日 

 ・体罰実態調査（アンケート）の結果について 

・体罰のない社会を実現するための基本方針について 

・体罰根絶に向けた有識者会議「議論のまとめ」及び今後の取組について 

３月 22 日 

・重大事態について 

・体罰根絶に向けた本年度の取組状況について  

・子どもの権利擁護に向けた取組状況について 
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Ⅲ 尼崎市教育振興基本計画に掲げる施策（事業）の執行状況

尼崎市教育振興基本計画に掲げる取組方針をもとに各施策（事業）の執行状況

等を記載しています。 

【14 ページ以降の評価書の見方】 

施策（事業）の目的やこれまでの取組と成果、 

今後の課題について記載しています。 

これまでの取組と成果、課題を踏まえ、令和３年度に取り組む（取り
組んでいる）事項について記載しています。 

本市の施策評
価において関
連する施策・
施策の展開方
向に“〇”を
付けていま
す。 

尼崎市教育振興基本計画の各論分類ごとに 
項目を設け、計画に掲げる 
「将来の目指す姿」 
「計画期間の早期に実施を目指す取組」ⅰ 
「計画期間内に実施を目指す取組」ⅱ 
を転記しています。 

1 主体的な学習や生きがいづくりを支援し、その成果を地域社会に活かすことのできる人づくり・しくみづくりを進めます。

2 健康の保持・増進のため、気軽に運動やスポーツを楽しめる環境づくりに取り組みます。

1 確かな学力の定着と健やかな体づくりの実現をめざします。

2 体験的・実践的な活動を通して、豊かな心の育成に取り組みます。

3 地域全体で子どもを守り育てていくため、家庭・地域・学校の連携を推進します。

4 子どもが安全かつ安心して学ぶことができる教育環境を整備・充実します。

04 子ども・子育て支援 3 すべての子どもが健やかに成長していくことができるよう支援します。

1 まちの魅力を高め、シビックプライドの醸成を図るため、学ぶ機会を増やすとともに、戦略的に発信します。

4 まちの歴史をともに学びあえるよう、文化財や歴史資料等の保存や学習機会の充実に取り組みます。
14 魅力創造・発信

施策名 施策の展開方向

02 生涯学習

03 学校教育

【参考：尼崎市施策評価における施策名・施策の展開方向】 

ⅰ 計画期間である 5 年間のうち、1・2 年目までの実施を目指す取組 

ⅱ 計画期間である 5 年間のうち、主に 3・4・5 年目での実施など、計画
期間内での実施を目指す取組 
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－ 主な施策（事業）のポイント － 

※全国の総合学力調査の総受験者数を、上位から順に 25％ごとに
A～D層の 4つに分け、その中の D 層に属する本市の児童生徒の割合 
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※このページには主な内容を掲載しています。 
 各施策（事業）の取組状況は P14以降をご覧ください。 
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（このページは白紙です） 
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１ 就学前教育 －後伸びする力や生きる力の基礎などを育成－

ⅰ 幼児教育は、目先の結果のみを期待しているのではなく、生涯にわたる学習の基礎をつくること、「後伸びする力」を培うことを重視しています。また、知識や技能に加え、思考力・判断力・

表現力などの「確かな学力」や「豊かな人間性」、たくましく生きるための「健康・体力」からなる、「生きる力」の基礎を育成する役割を担っています。 

ⅱ 子どもが十分な社会性を身につけることができないまま小学校生活に入ることで、精神的にも不安定さを持ち、周りの子どもとの人間関係をうまく構築できず、集団生活になじめないなどの課

題が生じていること。

◆ 将来の目指す姿 - 

・ 就学前教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであることを踏まえ、幼児期に求められる 5領域（健康、人間関係、環境、言葉、表
現）に係る教育の一層の充実により、後伸びする力や生きる力の基礎ⅰなどを育みます。 

・ いわゆる小 1プロブレムⅱなどの課題が起こることのないよう、アプローチ・スタートカリキュラムの充実により、幼保小の一層の円滑な接続を目指
します。 

・ 少子化や幼児教育の無償化など、就学前教育を取り巻く状況を踏まえ、保育所や認定こども園なども含めた就学前教育のあり方を検討する中で、公立
施設の役割の整理に取り組みます。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ 「幼保小連携推進事業」の全市展開・地域の状況に応じた特色化 

・ 就学前教育、小学校教育それぞれが求める教育内容を踏まえた、アプローチ・スタートカリキュラムの一層の充実に向けた改訂 

・ 就学前の子どもを持つ保護者が 1人で悩みを抱えることのないよう、就学前における保育の体験、保護者同士の交流や悩みを相談できる場の充実 

・ 保護者のニーズ、特別支援教育の充実など、公立施設としての役割を踏まえた、公立幼稚園の認定こども園化、3年保育の実施、幼保連携の観点から
の機能整理、公立幼稚園の再配置など、今後の就学前教育のあり方の検討 

・ 「就学前の子どもの教育・保育についての基本的な考え方」（平成 26 年 12 月尼崎市・尼崎市教育委員会）や、平成 30 年度から施行された幼稚園教
育要領を踏まえた、就学前教育の質の向上に向けた研修体制の構築 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -  

・ 今後の就学前教育のあり方の検討を踏まえた、施設・設備・備品や教員研修の充実など、具体的な施策の実施に 
よる就学前教育の質の向上 



-
 1
5
 -

目 的 
将来に向けた市立幼稚園に求められる機能や役割を再整理するとともに、教育内容の充実策のほか、少

子化を見据えた効果・効率的な運営体制や市内各就学前施設との関係等、尼崎市立幼稚園のあり方につ

いて広く検討していく。

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

尼崎市立幼稚園あり方検討会
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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（このページは白紙です）
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２ 義務教育 －確かな学力の保証・自己肯定感の醸成－

ⅰ 自分に対する肯定的な意識のことで、日本の子ども達の自己肯定感は諸外国に比べ低い状況にあります。 

ⅱ 外国語指導助手。Assistant Language Teacher の略。

◆ 将来の目指す姿 - 

・ 多様性を受容し、思いやりに満ちた人間関係が構築でき、社会と積極的に関わることができる、豊かな心の育成を目指します。 

・ 全国学力・学習状況調査結果のほか、本市独自の取組である、あまっ子ステップ・アップ調査や尼崎市学びと育ち研究所の研究の結果を踏まえ、本市
教育の傾向などを分析し、「尼崎市版 授業改善の視点」を絶えず見直すなど、指導力の向上を図り、確かな学力の保証を目指します。 

・ 学力・体力向上の面では、全国平均や他者との比較だけでなく、児童生徒一人ひとりの成長に着目し、自己肯定感ⅰの醸成、困難な課題に対しても、チ
ャレンジできる力の育成を目指します。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ 「授業改善・学力保証推進チーム」による指導・助言サイクルの継続実施を踏まえた「尼崎市版 授業改善の視点」のバージョンアップ 

・ 自己肯定感や未来に向かうモチベーションを育むため、キャリア教育の充実やきめ細かなステップでの評価機会の設定などをまとめた「中学校版学力
向上の手引き」の作成 

・ 基礎学力向上等を目的とした短時間学習における定期的な定着度の確認の実施 

・ 新学習指導要領への対応に向けた、ALTⅱの配置、英語コミュニケーション力調査導入など、外国語教育環境の整備 

・ 児童生徒の体力・運動能力の実態を的確に掴むため、全小・中学校での新体力テストの実施 

・ 児童生徒や教員への体力・運動能力向上に向けた指導を行う運動指導員の全小学校への派遣 

・ 各種教育施策の成果と課題を踏まえ、限られた授業時間数の中での、より効果的なカリキュラムへの見直し 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -  

・ 学力・生活実態調査やあまっ子ステップ・アップ調査の結果の分析、これらと連携した尼崎市学びと育ち研究所における研究を踏まえた、「知・徳・
体」のバランスのとれた施策の実施 

・ 児童生徒個々人の習熟度に合った課題の出題などができるデジタル教材の活用 

・ 本市の児童生徒の状況や先進自治体の取組を踏まえた、さらなる外国語教育の充実 

・ 学校教育のすべての機会で実施可能な体力向上の取組をまとめた「（仮称）あまっ子体力向上プラン」を策定するなど、児童生徒の体力・運動能力の
向上に向けた取組（運動ドリル、種目別ウォーミングアップ、伸ばしたい力別運動など） 

・ 民間教育事業者との連携など、実験的に導入した新しい教育手法の特徴や成果と課題を踏まえた教育施策の展開 
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目 的 

ひとりひとりのつまずきを早期に把握し、解消するために、きめ細かな支援を行うことで、学習意欲の

向上と基礎学力の定着を図り、全ての児童生徒の学力を保証する。 
02-1 02-2 03-1 03-2 

  ○  
取組と成果 

全ての小・中学校で放課後学習や短時間学習に取り組むとともに個をサポートする人材を配置し、つま

ずきに対して早期に対応できる機会を提供することで基礎学力の向上を図った。令和 2年度「あまっ子

ステップ・アップ調査」の結果によると、前年度よりも D層ⅰの割合が減少傾向にある。特に小学校

5・6 年生は、国語・算数ともにほとんどの C・D 層を減少させる改善が見られた。 

課 題 

令和 2年度「あまっ子ステップ・アップ調査」の結果によると、小学 1年生の D 層が 30％以上、ま

た、中学 2年生の社会科においては、中学 1年生のときと比較して D 層が 5％以上増加するという結果

が見られた。小・中学校全教科の D層の割合は平均して 27.2%であり、引き続き、D層の割合の減少に

向けた取組が必要である。 

03-4 04-3 14-1 14-4 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

ⅰ 全国の総合学力調査の総受験者数を、上位から順に 25％ごとに A～D層の 4 つに分け、その中の D層に属する本市の児童生徒の割合 
ⅱ 「〇〇（各教科）の授業で、グループで話し合いや教え合いをしている」という設問に対して、「とてもあてはまる」「まああてはまる」（小学 1年生～小学 3年生については「はい」）
と答えた児童生徒の割合 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

外国人外国語指導助手（ALT）を 15 名から 23 名に増員するとともに、市内の中学２年生に対するコミ

ュニケーション調査や中高教員に対する実践的研修を実施した。令和 2年度「あまっ子ステップ・アッ

プ調査」における「英語の授業が楽しい」と答えた小・中学生の割合は 74%であった。全国学力・学習

状況調査は令和 2年度は実施されず、兵庫県教育委員会調査による「中高生が授業で英語を用いた活

動」を行う割合は 47%であった。（令和 4年度：目標値 70%） 

課 題 
令和 2年度にはコロナ禍により、コミュニケーションを重視した授業づくりに関する研修の規模を縮小

せざるを得なかった。現状、中学校においては月に 1 週間、ALT を複数派遣しているが、小学生と比較

すると、中学生がネイティブスピーカーと話す機会が少ない。 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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３ 高等学校教育 －市立 3 校の特色化・これからの社会で求められる力の育成－

◆ 将来の目指す姿 - 

・ 市立の高等学校として求められる役割、市立高等学校 3校のそれぞれの特色、普通科、体育科、ものづくり機械科、電気情報科、商業学科それぞれの
特徴を踏まえた、高等学校教育の一層の充実を目指します。 

・ 私たちを取り巻く社会経済が大きな変革を迎える中、これから社会に出る生徒が新たな時代を豊かに生き抜くことができるよう、これからの社会にお
いて共通して求められる、自ら考え、判断し、表現する力を育む高等学校教育を目指します。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ 普通教室へのネットワーク環境構築による、高等学校教育の情報化の推進 

・ 市立の高等学校として、より一層地域社会と連携したカリキュラムの推進や、地域社会を担う人材の創出を目指した取組の推進 

・ 特別な支援を要する生徒が、学習、生活上の困難を克服し、卒業後の経済的自立などにつなげられるよう、市立琴ノ浦高等学校において通級指導を実施  

・ 一層の実践的英会話能力の向上を図るため、海外語学研修の実施内容の改善 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -  

・ 生徒、保護者、社会などの教育ニーズを踏まえた、市立高等学校 3校のさらなる特色化の推進 

・ 中学校・高等学校の生徒や教員間における連携した取組の実施 



-
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目 的 

取組と成果 

体罰事案を受けて体育科教育課程の改編に取り組み、①スポーツを文化的、社会的視点で学ぶ、②様々

なスポーツの特性を学ぶ、③スポーツを科学的視点で学ぶ、④スポーツの理論と実践を融合する、とい

う 4つの視点を踏まえた課題解決型学習を展開する新たな教育課程を策定した。 

課 題 
新たな体育科教育課程において必要となる設備等の整備を行う必要がある。また、講義、データ収集、

分析を実技実践の中で確認していく系統立てた授業展開が必要となり、教員の指導内容に今までにない

知識と技術が要求される。 

03-4 04-3 14-1 14-4 その他

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

新たな体育科教育課程のために必要となる設備等の整備を進めるとともに、各界のアスリートや指導者

等による講演会・実技指導を行い、地域との連携を図る。さらに、大阪体育大学と連携、協力を仰ぐ。 

目 的 

取組と成果 

課 題 
より高度な産業教育を行うために、専門学科における設備の整備を一層進める必要がある。 

また、専門学科においては、それぞれの特徴に応じた取組が着実に成果を上げている一方、現行の課題

解決型学習においては普通科の生徒による取組が中心となっている。 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

専門学科における設備の整備を進めるほか、地域ニーズへの対応と生徒の勤労観及びキャリア意識を醸

成するため、各学科の特性を活かしながら、地域の課題に対して生徒が主体となった探究活動を実践す

る。 
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４ 豊かな心の育成、いじめ防止 －他人の気持ちが分かる児童生徒の育成・いじめを予防、対処できる教育の実施－

◆ 将来の目指す姿 - 

・ 多様性を受容し、相手の気持ちになって考えることができる、他人の気持ちが分かる児童生徒の育成を目指します。 

・ いじめはどこでも起こるものとして、予防・対処できる教育、児童生徒自身も傍観者ではなく仲裁者になることができる力の育成を目指します。 

・ 互いの考えを出し合える児童生徒の関係の構築、意見を言う力と聞く力の育成を目指します。 

・ いじめの「重大事態」に該当するような深刻ないじめ等が発生した場合に、被害者に寄り添った丁寧かつ適切な対応ができるよう、学校園及び教育委
員会の体制を整えます。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ 専門的知識を有する支援員による出前授業の実施から児童生徒による主体的なスマホルール作りの導入へ繋げるなど、情報モラル教育の一層の充実に
向けた取組の実施 

・ 自殺予防教育プログラム「GRIP」のモデル実施の成果と課題を踏まえた実施校数の順次拡大 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -  

・ 様々な生徒指導上の課題に迅速かつきめ細かに対応するため、業務の再整理などによる生徒指導体制の強化の検討 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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５ 不登校対策 －児童生徒一人ひとりに寄り添った教育－

◆ 将来の目指す姿 - 

・ 人権意識や多様性が確保された学校環境を創ることにより、不登校にならないようにするための学校づくりを進めるとともに、不登校児童生徒の学校
外の居場所、学習環境の確保や親への支援など、支援の充実を目指します。 

・ 児童生徒が抱える困難は、内容も程度も様々であることから、それぞれのニーズに応えることができる支援策を講じ、児童生徒一人ひとりに寄り添っ
た教育の実現を目指します。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ 福祉的観点からの支援の充実を踏まえたスクールソーシャルワーカーの増員 

・ 子どもの育ち支援センターや地域の居場所など、福祉分野との一層の連携による、不登校児童生徒やその保護者に対する支援の充実 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -  

・ 不登校児童生徒それぞれのニーズに応じた、特色ある「教育支援室」の増設 
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目 的 

教育支援室は、不登校児童生徒を対象として学校以外の学びの場及び居場所として運営するとともに、

不登校児童生徒個々の状況に合わせた段階的な支援を行うことにより、不登校児童生徒の社会的自立を

目指す。 

02-1 02-2 03-1 03-2 03-3 

   〇  
取組と成果 

子どもの育ち支援センター（いくしあ）内の教育支援室「ほっとすてっぷ EAST」と公設民営の教育支

援室「ほっとすてっぷ WEST」は、前年度に引き続き両教室とも定員を満たした。また、「サテライト

教室」の、火曜日午前、水曜日午後の固定した開級、琴城分校の週を通した開級も継続した結果、利用

者が前年度よりも増加した。（令和元年度：48 人→令和 2年度：54 人）新型コロナウイルスの感染拡

大防止に係る臨時休業中に、教育支援室に通級できない児童生徒に対して、ICT を活用した支援を実施

した。 

課 題 

教育支援室については、定員を満たすことができた一方で、既存の教育支援室が自宅から遠く通級でき

ない不登校児童生徒がいた。また、継続的な通級につながらなかった児童生徒に対して、支援を充実さ

せる必要があった。 

03-4 04-3 14-1 14-4 その他

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

公設民営の運営方法を含めて教育支援室「ほっとすてっぷ SOUTH」を大庄地区に増設し、「教育支援

室」を 3教室運営することで、支援を必要とする児童生徒が、より身近に利用出来る環境整備を行い、

支援率を向上させる。また、教育支援室「ほっとすてっぷ ONLINE」を開設し、引きこもり傾向の強い児

童生徒や、継続的な通級につながらなかった児童生徒に向けて、ICT を活用したオンライン学習支援を

実施する。 



-
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目 的 

取組と成果 

不登校やひきこもり傾向の児童生徒等に対して、大学生や社会人等のボランティアが心のふれあいを通

して、自主性や社会性の伸長を図る支援を行った。また、園田学園女子大学の社会連携推進センターと

協働で学生向けのハートフルフレンド研修用ハンドブックを作成した。さらに、子どもの育ち支援セン

ター（いくしあ）及び中学校不登校研究協議会と連携し、教職員とスクールソーシャルワーカー、フリ

ースクールの運営者等が集う研修を実施し、支援方法の共有を図った。 

課 題 

ハートフルフレンド推進事業における人材確保と質の向上に向けた研修等の推進、また、不登校の要因

が多様化・複雑化していることから、要因分析を進めるとともに、個々の状況に応じた、いくしあも含

めた多面的な支援が必要である。さらに、教職員が不登校児童生徒への理解を深められるよう、関係機

関とも連携した研修が必要である。 

03-4 04-3 14-1 14-4 その他

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

ハートフルフレンド派遣事業において、園田学園女子大学の社会連携推進センターと協働した研修を実

施し、ボランティアの養成と資質向上を目指す。また、不登校児童生徒や発達特性のある児童生徒への

理解を深めるための教職員向け研修を実施するとともに、各学校に向けた報告様式を改善し、個々の不

登校児童生徒の実態把握を行う。 
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目 的 

いじめや不登校、虐待等、子どもが関わる課題は依然として憂慮すべき状況にあるため、教育委員会事

務局にカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを配置し、子ども、保護者、教職員、市民等を対象

にした相談業務や支援活動を通じて、不安や悩み、課題の解消等を図る。 

02-1 02-2 03-1 03-2 03-3 

   〇  
取組と成果 

スクールソーシャルワーカーを増員し、これまでに全ての小・中学校に関与することができた。また、

匿名報告アプリ活用事業では、高等学校への事業拡充を行い、登録件数は 1,122 件あった。（令和元年

度：188 件）さらに、教育相談事業では、教育相談カウンセラーが学校訪問を行うことで学校との連携

を強化することができた。 

課 題 

スクールソーシャルワーカーは、定員枠を満たすことができず、12 名体制での活動ができなかった。

また、匿名報告アプリ活用事業においては、中学生の登録件数が少ない状況であった。さらに、教育相

談事業では、相談内容が多様かつ医療的な内容が増えており、教育相談では対応しきれない事案があっ

た。 

03-4 04-3 14-1 14-4 その他

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

スクールソーシャルワーカーの勤務形態の見直しにより優秀な人材を確保し、更なる支援体制の充実を

図る。匿名報告アプリ活用事業では、新 1年生に対していじめの傍観者にならないための授業を推進

し、登録のためのアクセスコードを学期ごとに配付することでアプリの周知を図る。さらに、登録者に

は定期的にメールにて呼びかけ、身近な相談窓口になるよう努める。教育相談事業では、スーパーバイ

ズの設置によりカウンセラーのスキルを高め、多様な相談内容に対応できる支援体制づくりを行う。 
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６ 特別支援教育 －インクルーシブ教育システムの展開－

◆ 将来の目指す姿 - 

・ 障害のある児童生徒への教育にとどまらず、障害の有無やその他の個々の違いを認識しつつ、様々な人々が生き生きと活躍できる共生社会の形成の基
礎となる特別支援教育を目指します。 

・ 障害のある児童生徒が十分に支援を受けられるための合理的配慮の提供と、その基礎となる環境整備の充実に取り組み、児童生徒の実態に応じて、通
常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった多様な学びの場で適切な教育を受けることができる特別支援教育を目指します。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ インクルーシブ教育システムの構築に向けた特別支援教育のあり方の検討などを行うための検討委員会の設置 

・ 特別支援教育を推進するモデル校の設置 

・ 特別支援教育のあり方などについて、学識経験者をはじめとする専門家によるアドバイス体制を構築 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -  

・ 検討委員会での検討内容やモデル校での取組の成果を踏まえた、インクルーシブ教育システムの全市展開による、 

就学前段階からの切れ目のない支援の充実 

・ 若手、中堅、管理職、学級担任、コーディネーターや指導主事など、それぞれの経験や立場に適した特別支援教育に 

係る研修体系の再構築 

・ 尼崎市立あまよう特別支援学校や兵庫県立の特別支援学校、子どもの育ち支援センターや福祉部局など、施設や分野 

を超えた一層の連携による支援の充実 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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７ 教育環境の整備 －未来社会を生きるための教育環境の実現－

◆ 将来の目指す姿 - 

・ 全市的な公共施設マネジメントの基本方針を踏まえた、学校園施設の適切な維持管理の取組を進めていきます。 

・ 各学校園が児童生徒や地域のニーズに応じて、柔軟に教育環境の整備を行うことができるような環境づくりを進めていきます。 

・ ICT が生活に不可欠となっている中で、学校教育においても積極的に ICT を活用しつつ、多くの情報の中から主体的に必要な情報を収集したり、自ら情
報を発信したりすることができる「情報活用能力」の育成を図るなど、児童生徒がこれからの未来社会を生きるために不可欠な資質や能力が身に付けら
れる学習環境の実現を目指します。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ 今後の人口動向や中長期的な財政負担の見込みを踏まえ、児童生徒の安全等の確保やトータルコストの削減を図ることを目的として、学校園施設のマ
ネジメントに係る計画を策定 

・ 非常変災時において、より迅速に情報共有を図るための仕組みの構築 

・ 安全な教育環境の確保に向け、熱中症計を全学校園へ配布し、「熱中症予防運動指針（尼崎市版）」と一体となった運用を実施 

・ 各学校園における予算執行などに係る裁量範囲の拡大の検討及び家庭の教育費負担軽減に向けた取組の推進 

・ 小学校・中学校等への校務用パソコンや大型提示装置、児童生徒用タブレット端末の配置をはじめとする ICT 環境の整備 

・ 情報セキュリティ対策を講じることを前提とした、学校園の校務環境と学習環境の両面からの ICT 環境の整備、ICT 支援員の配置や ICT 利用ガイドライ
ン策定などによる学校現場の ICT 活用促進 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -

・ 学校園施設のマネジメントに係る計画に基づく、優先順位を踏まえた計画的な施設修繕・更新の実施 

・ 中学生の心身の健全な発達のため、おいしく栄養バランスの取れた中学校給食の実施 

・ 中学校においても給食を生きた教材として活用した食育を推進 

・ 会計の透明性確保、保護者の利便性向上などに向けた学校給食費の公会計化 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

課 題 
新型コロナウイルス感染症の感染リスクを可能な限り低減する策を引き続き実施する必要がある。ま

た、保護者から要望のある給食実施回数の増等のほか、給食施設や設備、備品の老朽化に対応するため

計画的な更新計画の策定が急務である。 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 
病気療養児等、学校に通学することができない児童生徒に対して、ICT を活用して学習保障を行うため

の環境整備を図り、教育の機会均等を確保する。 
02-1 02-2 03-1 03-2 03-3 

  〇   
取組と成果 

長期療養中の児童生徒に対する学習保障について、個々の状況や保護者の希望等に応じて学校と病院等

が調整する中で個別的な対応を図ってきた。 

課 題 
GIGA スクール構想における尼崎市立の全ての小・中学校、高等学校及び特別支援学校の ICT 環境が整備

されたことに伴い、病気療養児等通学して教育を受けることが困難な児童生徒に対し、自宅や病院にお

いて遠隔教育を行うことを含めた、効果的な ICT 活用を推進する必要がある。 

03-4 04-3 14-1 14-4 その他

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

遠隔地からリモート操作できるタブレットスタンドを導入し、病気療養児等、学校に通学することがで

きない児童生徒に対し、学校の授業に疑似的に参加できる環境を整備する。また、通信環境がない施設

等で使用するための LTE 付きWi-Fi ルーターを確保するともに、学校から要請に対応できる体制を整え

る。 



-
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目 的 

取組と成果 

令和元年 8月から難波小学校、立花南小学校及び大成中学校の 3校の校務員業務を民間事業者に委託し

た。それら委託校の実績を踏まえて、一定の評価が得られたことから、令和 3年度から新たに 10 校を

追加（小学校 4 校、中学校 5校、特別支援学校 1校）し、13 校において行っていく。 

課 題 
令和 3年度からの 10 校（成文小学校、立花北小学校、武庫東小学校、園田東小学校、日新中学校、小

田中学校、立花中学校、武庫中学校、園田東中学校及びあまよう特別支援学校）を加えた全 13 校の委

託評価を踏まえて、今後の方向性を検討していく必要がある。 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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８ 教員の育成・勤務環境の整備 －児童生徒と向き合える環境の整備－

◆ 将来の目指す姿 - 

・ 社会が急速に変化し、学校園に求められる役割がますます多様化する中、教員一人ひとりのキャリアプランを踏まえた幅広い研修体系の構築による計
画的な人材育成、バランスの取れた人事配置などに取り組みます。 

・ 児童生徒一人ひとりに寄り添った教育に取り組むため、児童生徒と向き合う業務に一層注力することができる環境の整備を目指します。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ あまっ子ステップ・アップ調査結果から自校の傾向などの分析に取り組むための研修の実施 

・ 全小学校及び特別支援学校へのスクール・サポート・スタッフ配置の成果と課題を踏まえた配置時間の拡大や全中学校へ配置の検討 

・ 部活動指導員のモデル校配置の成果と課題を踏まえた配置拡大などの検討 

・ 市全体または学校園で実施している行事などについて、教員の働き方改革と児童生徒の負担軽減の観点から、必要性・有効性・効率性などを改めて検
証した上での抜本的な見直し 

・ 教員と事務職員が一体となって学校運営にあたるための勤務環境の整備・見直し 

・ 体罰根絶に向けた有識者会議からの提言を受けた再発防止策の徹底 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -  

・ あまっ子ステップアップ調査結果の分析から見える各学校の傾向などを踏まえた研修カリキュラムの再構築 

・ 就学前教育、学力・体力向上、道徳教育、特別支援教育など、児童生徒の成長過程を踏まえ、系統立てた研修体系へ再構築 

・ 組織の活性化に向けた県立高等学校や他市の市立高等学校との人事交流の活性化の検討 

・ ICT 環境整備における校務系システム更新による教員の校務効率化、勤務時間の可視化による働き方改革に向けた意識啓発 

・ 教員の負担軽減などに向けた学校給食費の公会計化 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

令和元年 10 月より全ての小学校及び特別支援学校にスクール・サポート・スタッフを週 20 時間配置

し、これまで教員が行っていた事務のうち、必ずしも教員が行う必要のないものをスクール・サポー

ト・スタッフが行うことで、教員の負担軽減を図った。令和 2 年度においては、兵庫県の補助事業を活

用して全ての小・中学校及び特別支援学校に追加配置を行った。 

課 題 
兵庫県の補助事業を活用して全ての小学校及び特別支援学校に 2人配置、中学校に 1人配置を実施した

ことで、各学校からの配置要望が多かったことから、配置時間の拡大等について今後検討してく必要が

ある。 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

令和 3年度に全ての中学校への配置拡大を実施することから、全ての小学校及び特別支援学校の実施状

況とあわせて、配置時間の拡大等についての対応も検討していく。 
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目 的 

取組と成果 

課 題 
特別な支援を要する幼児が増える中、教育支援体制の充実が必要である。幼児の個々の特性を理解し、

個々にあった教育支援を行える専門的知識の習得が必要である。 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

各幼稚園に教育支援員を 1名ずつ配置し、通常クラス等において特別な支援を要する幼児への保育をサ

ポートする。 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

ICT 活用研究部会及び STEAM 教育研究部会において、プログラミング教育における ICT 機器を活用した

効果的な学習モデルの研究を行った。また、研究部員やモデル校の教員による先進的な取組をしている

学校や地域への視察を支援し、発表会等を通して市内の学校へ還元した。 

課 題 
全ての小・中学校で一人一台配備された端末が、令和 3年度から本格的に稼働するため、全ての教職員

が様々な学習場面の中で ICT 機器を効果的に活用した学習活動が展開できるよう、教員の指導体制の充

実と ICT 活用指導力の向上を図る取組が必要である。 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

全ての小・中学校で ICT 活用推進チームを編成し、ICT 活用を推進する体制を構築するとともに、ICT を

活用した先進的な取組を進める。また、教職員の ICT 活用指導力の向上を図るため、尼崎市版 GIGA ス

クール（AGS）リーディング・プロジェクト校を指定し、デジタル教科書や教材・アプリなどの実証研

究を行い、その成果を市内の学校へ還元する。 
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９ 学校園・家庭・地域社会一体となった教育の充実 －学びの活動の輪が広がり、循環する仕組みづくり－

◆ 将来の目指す姿 - 

・ 地域学校協働活動を、地域全体の新しい人づくり、つながりづくりの機会として捉え、子どもに関わる活動への多様な地域住民の参画や子どもたちの
地域への関わりをきっかけとし、地域づくりに関する新たな課題に対応する学びの活動の輪が広がり、循環する仕組みづくりを目指します。 

・ 社会教育の強みを活かし、あらゆる市民それぞれに適した学びを通じ、人づくり、つながりづくり、地域づくりを推進します。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ 地域学校協働活動を教職員や地域に浸透させ、一層充実したものとなることを目的とした、研修や市政出前講座の実施、PTA 向け学習会などの充実 

・ 学校と地域との連携・協働をさらに推進し「地域とともにある学校づくり」を実現するため、モデル校における「コミュニティ・スクール」の導入 

・ 人権教育小集団学習などの学びの活動を持続可能なものとするため、活動のきっかけづくりをはじめとする教育委員会事務局によるサポートを充実 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -  

・ 「社会に開かれた教育課程」の理念の実現に向けた地域と一体となった活動の充実 

・ 小学校以外の学校における地域学校協働活動の検討、及びコミュニティ・スクール導入校の拡大に向けた検討 

・ 生涯学習の推進に向け、教育委員会と市長部局の連携を一層強化するための取組の検討 
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目 的 
地域の方々の活動や学習の成果を活かすとともに、子どもたちの学びや育ちを支援する仕組みづくりを

促進し、学校を核とした活動を通じて地域のつながり、教育力の向上、地域の活性化を図る。 

取組と成果 

コロナ禍において活動が制限される中、学校の消毒作業、読み聞かせ DVD の提供など、学校とコーディ

ネーターが話し合い、思いを共有しながら活動を進められた。また、PR においては、模範となる事例を

丁寧に拾い学校に周知するほか、保護者向けリーフレットを作成しコミュニティ・スクール及び全市立

小学校で行われている地域学校協働活動を紹介し、市民には市ホームページ、情報誌等で幅広く周知し

た。コミュニティ・スクールについてはモデル校 5校で実施し、各校においてバラエティに富んだ地域

との新たな連携や学校の特色づくりにつなげることができた。 

課 題 
より多くの地域の方々の参画を得るための PR や、教職員への制度の周知に加え、他校の取組をヒント

にできる仕組みづくりを行うとともに、小学校以外の校種における地域学校協働活動の実施及びコミュ

ニティ・スクールの導入の検討を進める必要がある。 

03-4 04-3 14-1 14-4 その他

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

小学校のモデル校に導入したコミュニティ・スクールの取組を検証するとともに、中学校への地域学校

協働活動及びコミュニティ・スクールの導入に向け、中学校管理職の研修、意向調査を実施する。併せ

て、モデル校の検証を踏まえて導入計画を策定するとともに、地方教育行政の組織及び運営に関する法

律に基づいた教育委員会規則の制定を目指す。また、学社連携に係る学校からの情報発信が推進される

よう、関係課と連携を図る。 

目 的 
基本的人権が尊重される地域社会の形成に向け、自己肯定感を育むとともに、多様性（ダイバーシテ

ィ）についての理解を深め、互いを尊重する人権意識の高揚・定着を図る。また、市民の人権学習会等

で助言する市民のリーダーを育成することにより、人権学習の推進と充実を図る。 

取組と成果 

「SNS と人権」をテーマに市民啓発資料を作成し、全ての学校園・保育所及び広く市民に配布した。ま

た、人権教育小集団学習事業については、コロナ禍で通常の集合学習が困難になったが、個別に柔軟な

支援を行ったことにより 38 グループが人権学習を継続することができた。新たに実施したじんけん学

習サポート事業については、グループの希望に応じた学習計画や支援を行い、グループ活動として定着

が図られた。 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

令和 2年度は、コロナ禍において学校の臨時休業、分散登校等があり、少年補導委員や社会教育課職員

による登下校時のきめ細かい補導、見守り活動を実施した。また、補導、啓発のいずれにおいても集団

とならないよう、地域補導に重点を置くほか、パネル展等、新たな手法による啓発にも取り組んだ。 

課 題 

青少年の遊びがインターネットを介したものに変化しているため、問題行動が目につきにくく、指導が

難しくなってきている。一方、依然として、登下校時の見守りは、子どもの安全確保とともに困難事案

を抱える児童・生徒の早期発見にもつながるため、少年補導委員が年々減少する中、より効果的な活動

方法を検討する必要がある。 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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（このページは白紙です） 
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10 文化・教養・スポーツ施設を活用した教育の提供 －地域の歴史、読書、スポーツに親しむ機会の提供－

◆ 将来の目指す姿 - 

・ まちの魅力向上やシビックプライドの醸成、学ぶ機会の創出、生涯を通して学び、スポーツに親しめる環境づくりといった、社会教育に係る事業や施
設の効用を最大限に活かします。 

・ 市民の学び・活動を支える施設として、生涯を通じて健康で生きがいを持って暮らすための学習ニーズに応えていくため、地域の歴史、読書、スポー
ツに親しむ機会の提供の充実に取り組みます。 

◆ 計画期間の早期に実施を目指す取組 

・ 令和 2年 10 月開館予定の新博物館に合わせた魅力あふれる常設展示の構築、開館記念特別展や企画展の積極的な展開 

・ 市民とともに歩む博物館に向け、市民ボランティアの養成や市民団体と連携した活動など、まちづくりの活動にもつながる取組の推進 

・ 自習等の利用から本の貸出利用へとつなげる導線など、若年層が市立図書館を気軽に利用できる仕組みの構築 

・ 東京オリンピック・パラリンピックやワールドマスターズゲームズ関西など、大規模国際大会を契機としたスポーツ活動の更なる推進 

・ 誰もがスポーツに参画できる生きがい・健康づくりの場となる、（仮称）健康ふれあい体育館（地区体育館と老人福祉センターの複合機能を有する施
設）の整備 

◆ 計画期間内に実施を目指す取組 -  

・ 新博物館と尼崎城、中央図書館の連携による都市魅力の向上と交流人口の増加に向けた歴史文化資産を活かす取組の推進 

・ 図書館司書や図書ボランティア向け研修の実施、市内の教育機関との連携、レファレンス機能の強化など、多様な人々の 

情報・交流拠点としての市立図書館の役割強化に向けた検討 

・ 別途策定する「尼崎市スポーツ推進計画」に基づく、スポーツ施設の利便性の向上やニーズに合ったスポーツプログラムの 

提供などによる、地域スポーツ環境のさらなる充実 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

令和 2年度のボランティア活動については、開館準備に伴う休館期間と新型コロナウイルス感染症拡大

の影響により制限され、参加延べ人数は前年度から 1,175 人減（△65.6％）となった。そのような中、

感染症対策に意を用いながら歴史博物館に新設した考古資料洗浄室では文化財サポートボランティアに

よる遺物洗浄等の活動を、体験学習室では、れきし体験学習ボランティアの活動を再開した。 

課 題 
歴史博物館の事業運営は、市民ボランティア活動に支えられており、引き続き、新たなボランティアの

養成や活動のさらなる活性化を図る必要があるとともに、新たなボランティア活動について検討してい

く必要がある。 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 

目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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目 的 

取組と成果 

課 題 

令和３年度の

取組方針 
（新規・拡充等） 
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Ⅳ 外部有識者による総評 

令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染症への対応に追われる一年となった。令和元年度末から
続いた休校措置とその後の段階的な活動再開を経験し、令和 3 年現在においても、以前の水準・内
容での諸活動が完全に回復できているわけではない。 

したがって、この事務点検・評価において「（令和元年度に）計画した施策が、計画通りの形
で、どの程度実施できたか」ばかりを問うのは適切でない。令和 2 年度という不確実性の高い状況
下においては、これまで以上に各施策の目的・目標が何かを意識し、それにどこまで近づけたかを
検証するのがより適切である。これまで「してきたこと」を基準に令和 2 年度に「やりたいこと」
を計画し、これが評価の基準となるのは勿論だが、状況に応じて「できること」を吟味し、どの程
度「やるべきこと」の範囲に近づけたかどうかを検証する視点も大切である。このことは、今年度
（令和 3 年度）以降もしばらく続くものであり、施策の目的・目標を見失わない（そのために施策
の目的・目標を今一度確認する）ことが一層重要となる。 

たとえば就学前教育等では「効果的」「効率的」な運用が目指されているが、これは投入する
（金銭的・時間的・人的）資源が、十分な教育・保育の量や質に反映されるよう工夫・改善するこ
とを意味しており、資源の投入量を減らす意味ではない。十分な資源投入を確保しつつ、達成すべ
き教育・保育の量や質の水準を関係者間で共有しておく（投入量の切り下げを「効率的」と誤解し
ない）ことが重要になる。 

また、学力定着支援事業では「学力の保証」の具体として低位層（C・D 層）の底上げが明確に意
識されている。こうした改善イメージ（低位層の底上げを「学力の保証」ととらえる）を、授業改
善やあまっ子ステップ・アップ調査事業の活用といった、教員・学校単位の各施策でも明確に共有
することが、取り組みの一貫性を生み、効果を高める。また、こうした「達成すべき価値」の共有
は、コロナ禍での活動制限のように「次善の策」の検討が求められる場合において、「ゴール」を
見失わず、手段と目的を混同・逆転させないためにも有効と考えられる。 

同様の観点から、危機的事案の予防と対処では、学校・教員のリスク感度をどう高めるかを検討
する必要がある。いじめ対応やいじめ防止研修、不登校対策や学校支援専門家派遣事業等の事業
は、当然、事案の未然防止や事案発生時の早期対処が目的となる。その場合、いじめ等の事案に関
する知識や対応への理解を深める一方で、それらの知識を「他人事」とせず「我が事」と受け止め
られるかも重要である。オンライン・オンデマンドによる研修により、より多くの教員に知識が届
けられるようになる一方で、当事者意識を高める工夫も別途必要となる。「当事者意識を身につけ
よう」と連呼しても効果は限定的なので、そうした意識が高まるような日常的な働きかけや工夫が
求められる。

園田学園女子大学人間教育学部 教授 堀田 博史 氏

兵庫教育大学大学院学校教育研究科（教職大学院） 教授 川上 泰彦 氏

令和 3 年度教育委員会事務点検・評価報告書は、令和 2 年度の各施策（事業）の目的、それに対
する取組と成果が、大変理解しやすく、具体的に書かれている。コロナウイルス感染症の拡大に伴
い、事業によっては遅延や延期もあったが、概ね計画通りに進んでいると評価できる。 

各事業の課題欄では、積み残された課題を明確に記述することで、令和 3 年度の取組方針が立て
やすくなる。そこでは、何をいつまでにどうするのかを明記する必要があり、具体性のない「今
後、検討する」などの表現が、ほとんどの事業で使用されていない点が評価できる。 

各施策（事業）の執行状況について、気になった点をいくつかあげる。15 ページ就学前教育のあ
り方の検討では、「ニーズの減少、減少が見込まれる」とあるが、その状況がここの文面からは予
想できない。18 ページからの義務教育では、取組と成果、課題に具体的な数値を示している事業が
ほとんどであるが、20 ページあまっ子ステップ・アップ調査事業は具体的な数値が示されていな
い。37 ページ学校施設マネジメント計画の策定では、取組と成果で、「実施計画案について検討を
行った」と他の報告に比べ具体性に欠ける。46 ページ教育支援体制の充実では、取組と成果で「教
育支援員が行うべき業務の整理を行った」とあるが具体的な内容が想像できない。上記は、さらに
詳しい記述が追記されることで、理解が促進されると考える。 

また、書式の関係で難しいかもしれないが、報告書には事業ごとに、施策評価との関係を表で示
されている。これにより他の施策名・施策の展開方向との関連がよく理解できる。さらに工夫をい
ただき、関連を数字表記ではなく、文字表記にすることで、ページめくりの手間も解消されると考
える。 

今回の事務点検・評価を通じて抽出された課題や方向性が今後の取組に活かされ、尼崎市の教育
のより一層の充実を期待したい。
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Ⅴ 参考 

１ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により

教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定に

より事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況

について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に

提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験

を有する者の知見の活用を図るものとする。 

２ 施策（事業）一覧 

各
論

施策（事業）名 主担当課
各
論

施策（事業）名 主担当課

就学前教育のあり方の検討 幼稚園・高校企画推進担当 学校環境における危機管理 保健体育課

市立幼稚園一時預かり事業 幼稚園・高校企画推進担当 要保護・準要保護児童生徒就学援助 学事課

幼保小連携推進事業 幼稚園・高校企画推進担当 学校給食費徴収管理関係事業 学校給食課

2 義務教育 小学校給食関係事業 学校給食課

学力定着支援事業 学校教育課 給食調理業務委託関係事業 学校給食課

授業改善推進事業 学校教育課 中学校給食関係事業 中学校給食担当

英語教育推進事業 学校教育課 学校給食センター整備運営事業 中学校給食整備担当

あまっ子ステップ・アップ調査事業 学び支援課 教育ICT環境の整備 学校ICT推進課

体力・運動能力の向上 保健体育課 療養児等学習支援事業 学校ICT推進課

校務員業務の執行体制の見直し 職員課

尼崎高等学校特色づくり推進事業 幼稚園・高校企画推進担当

尼崎双星高等学校特色づくり推進事業 幼稚園・高校企画推進担当 部活動指導員の配置 保健体育課

スクール・サポート・スタッフの配置 職員課

いじめ対応 いじめ防止生徒指導担当 教育支援体制の充実 職員課

情報モラル教育支援員派遣事業 いじめ防止生徒指導担当 体罰防止研修 学び支援課

学校支援専門家派遣事業 いじめ防止生徒指導担当 未来の学び研究事業 学校ICT推進課

いじめ防止研修 学び支援課

学社連携の推進 社会教育課

教育支援室運営事業 こども教育支援課 人権啓発活動・リーダー育成事業 社会教育課

不登校対策事業 こども教育支援課 少年補導活動事業・青少年健全育成啓発事業 社会教育課

心の教育相談事業 こども教育支援課 地域学校協働本部と地域開放制度の一体的再構築 学校企画課

インクルーシブ教育システム検討事業 特別支援教育担当 尼崎の歴史に関する魅力と情報の発信 歴史博物館

特別支援教育サポートシステム事業 特別支援教育担当 歴史遺産の保存と活用 歴史博物館

看護師派遣業務委託事業 特別支援教育担当 市民と共に歩む博物館の推進 歴史博物館

スクールバス運転等事業 特別支援教育担当 市民のスポーツ実施率の向上に向けた取組の推進 スポーツ推進課

社会体育施設を拠点とする健康づくりの推進 スポーツ推進課

各種施設整備事業 施設課/設備整備担当 図書に親しむ機会の創出 中央図書館

学校施設マネジメント計画の策定 施設課/設備整備担当 図書館運営方針の進行管理 中央図書館

衛生的なトイレの整備 施設課/設備整備担当

1 就学前教育 7 教育環境の整備

3 高等学校教育

7 教育環境の整備

9 学校園・家庭・地域社会一体となった教育の充実

4 豊かな心の育成、いじめ防止

10 文化・教養・スポーツ施設を活用した教育の提供

5 不登校対策

6 特別支援教育

8 教員の育成・勤務環境の整備




